
 

 

承第２号 

   橿原市税条例等の一部を改正する条例に関する専決処分の報告について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、橿原市税条

例等の一部を改正する条例につき、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に

基づき、これを報告し、承認を求める。 

   平成２８年６月１０日提出 

橿原市長 森下 豊



 

 

 



 

 

専 決 処 分 書 

 

橿原市税条例等の一部を改正する条例について 

 

ただし、別紙のとおり 

 

 上記のことについて、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき専決処分する。 

 

   平成２８年３月３１日 

橿原市長 森下 豊    

 

 

理由 地方税法が一部改正されたことに伴う固定資産税の課税標準の特例措置における

わがまち特例としての特例率の設定等及び行政不服審査法が全部改正されたことに

伴う固定資産税の審査の申出に係る適用区分の明確化など必要な措置等を講じるこ

とにつき、平成２８年度の課税事務上、急を要するため
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 橿原市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

   平成２８年３月３１日 

橿原市長 森下 豊    

橿原市条例第２４号 

   橿原市税条例等の一部を改正する条例 

 （橿原市税条例の一部改正） 

第１条 橿原市税条例（昭和３１年橿原市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

第５６条中「又は第１２号の固定資産」を「若しくは第１２号の固定資産又は同項第

１６号の固定資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置する医療関係者の養成所に

おいて直接教育の用に供するものに限る。）」に、「、独立行政法人労働者健康福祉機

構」を「、独立行政法人労働者健康安全機構」に改める。 

第５９条中「又は第１２号」を「、第１２号又は第１６号」に改める。 

第１２１条第２項中「、第２３項、第２４項」を「、第２２項から第２４項まで」に、

「又は第３０項から第３３項まで」を「から第３１項まで、第３３項又は第３４項」に

改める。 

附則第７条の２第４項中「第１５条第２項第６号」を「第１５条第２項第７号」に改

め、同条第７項を同条第８項とし、同条第６項を同条第７項とし、同条第５項を同条第

６項とし、同項の前に次の１項を加える。 

 ５ 法附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備について同号に規定する市町村

の条例で定める割合は、３分の２とする。 

附則第７条の３第９項第５号中「費用」の次に「及び令附則第１２条第３６項に規定

する補助金等」を加える。 

附則第１４条、附則第１５条及び附則第１６条の規定中「第２０項」を「第１９項」

に改める。 

附則第１７条の３中「第１１項、第１５項から第２２項まで、第２４項、第２６項、

第３０項、第３４項、第３５項若しくは第４０項」を「第１３項、第１７項から第２４

項まで、第２６項、第２８項、第３２項、第３６項、第３７項、第４２項若しくは第４

５項」に、「又は第２８項」を「又は第３４項」に、「若しくは第２８項」を「若しく

は第３４項まで」に改める。 

 （橿原市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 



 

2 

第２条 橿原市税条例等の一部を改正する条例（平成２７年橿原市条例第２２号）の一部

を次のように改正する。 

 附則第５条第３項の表第９８条第１項の項中「第３４号の２様式」を「施行規則第３

４号の２様式」に改め、「第１条の規定」を削り、同表第９８条第２項の項中「第３４

号の２の２様式」を「施行規則第３４号の２の２様式」に、「第４８号の５様式」を「第

４８号の６様式」に改め、同表第９８条第３項の項中「第３４号の２の６様式」を「施

行規則第３４号の２の６様式」に改め、同表第９８条第４項の項中「第３４号の２様式」

を「施行規則第３４号の２様式」に改め、同条第７項の表第１００条の２の項中「第１

００条の２」を「第１００条の２第１項」に改め、同条第１０項の表第７項の表以外の

部分の項中「第４項」を「第４項の」に、「第９項」を「第９項の」に、「から」を「同

項から前項まで」に、「、第５項及び」を「同項、第５項及び前項」に改め、同表第７

項の表第１００条の２の項の項中「第１００条の２」を「第１００条の２第１項」に改

め、同条第１２項の表第７項の表以外の部分の項中「第４項」を「第４項の」に、「第

１１項」を「第１１項の」に、「から」を「同項から前項まで」に、「、第５項及び」

を「同項、第５項及び前項」に改め、同表第７項の表第１００条の２の項の項中「第１

００条の２」を「第１００条の２第１項」に改め、同条第１４項の表第７項の表以外の

部分の項中「第４項」を「第４項の」に、「第１３項」を「第１３項の」に、「から」

を「同項から前項まで」に、「、第５項及び」を「同項、第５項及び前項」に改め、同

表第７項の表第１００条の２の項の項中「第１００条の２」を「第１００条の２第１項」

に改める。 

 （行政不服審査法の全部改正に伴う関係条例の整備に関する条例の一部改正） 

第３条 行政不服審査法の全部改正に伴う関係条例の整備に関する条例（平成２８年橿原

市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

  第７条中橿原市実費弁償条例第２条の改正規定中「第２条に」を「第２条第６号中「第

１１５条の２第５項第１号」を「第１１５条の２第１項」に改め、同条第７号中「第１

１５条の２第５項第２号」を「第１１５条の２第２項」に改め、同条に」に改める。 

  第８条中橿原市固定資産評価審査委員会条例第１２条を第１３条とし、第１１条を第

１２条とし、同条の前に１条を加える改正規定を次のように改める。 

   第１２条を第１３条とし、第１１条中「前三条」を「第７条から第９条まで」に改

め、同条を第１２条とし、同条の前に次の１条を加える。 
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（手数料の減免） 

第１１条 委員会は、法第４３３条第１１項において読み替えて準用する行政不服審

査法第３８条第１項の規定による交付を受ける審査申出人が経済的困難により手

数料を納付する資力がないと認めるときは、市長が規則で定める額を限度として、

手数料を減額し、又は免除することができる。 

２ 手数料の減額又は免除を受けようとする審査申出人は、法第４３３条第１１項に

おいて読み替えて準用する行政不服審査法第３８条第１項の規定による交付を求

める際に、併せて当該減額又は免除を求める旨及びその理由を記載した書面を委員

会に提出しなければならない。 

３ 前項の書面には、審査申出人が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１１

条第１項各号に掲げる扶助を受けていることを理由とする場合にあっては当該扶

助を受けていることを証明する書面を、その他の事実を理由とする場合にあっては

当該事実を証明する書面を、それぞれ添付しなければならない。 

 附則第６条中「平成２８年度以後の年度分の固定資産税に係る固定資産について固

定資産課税台帳に登録された価格に係る審査の申出」を「平成２８年４月１日以後に

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４１１条第２項の規定による公示若しくは

同法第４１９条第３項の規定による公示（同法第４２０条の更正に基づく納税通知書

の交付がされた場合には当該納税通知書の交付）又は同法第４１７条第１項後段の規

定による通知（以下この項において「公示等」という。）がされる場合」に、「平成

２７年度までの固定資産税に係る固定資産について固定資産課税台帳に登録された価

格に係る審査の申出（申出期間の初日が平成２８年４月１日以後である審査の申出を

除く。）」を「同日前に公示等がされた場合」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の橿原市税条例（以下「新条例」という。）の規定中

固定資産税に関する部分は、平成２８年度以後の年度分の固定資産税について適用し、

平成２７年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第７条の２第５項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得される
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地方税法等の一部を改正する等の法律（平成２８年法律第１３号）第１条の規定による

改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「新法」という。）附則第１５条

第３３項第１号イに規定する設備に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資

産税について適用する。 

３ 新条例附則第７条の３第９項第５号の規定は、平成２８年４月１日以後に改修される

新法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修住宅又は同条第１０項に規定

する区分所有に係る家屋に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資産税につ

いて適用する。 

 








































